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別紙

委員長　　　　開会宣言
認定第４号
下水道課長　　認定第４号平成23年度長久手市公共下水道事業特別会計決算認定に
ついて説明

水野竹芳委員　決算書379ページ、下水道使用料徴収事務委託2,888万6,403円だ

が、歳入の使用料及び手数料４億,9,350万円に対する割合が約６％である。また、農村集落家庭排水施設特別会計の決算書405ページ、下水道使用料徴収事務委託142万6,152円だが、歳入の使用料及び手数料4,020万に対する割合が約3.5％である。整合性はあるのか。
下水道課長　　下水道使用料徴収事務手数料だが、愛知中部水道企業団に委託してお

り、273円／件である。公共下水道事業や農業集落排水事業で区分けはしていない。
浅井委員　　　決算書373ページ、下水道受益者負担金滞納繰越分として8,400円の

不納欠損額があるが、非常に少ないのに取れないのはどうしてか。
下水道課長　　受益者負担金に対する不納欠損で、５年間に分けて分割することが可

能となった。結果的に５年以内に徴収ができなかったために不納欠損と

して処理した。
浅井委員　　　１件か。
下水道課長　　平成18年度分の支払いの分で、２件で8,400円である。

浅井委員　　　どのような対応をしているのか。時間外も含めて会って話をしないと

徴収できないと思うがどうか。
下水道課長　　滞納者については、催告書を出すことと電話でお願いしており、昨年

度は直接会って話をすることはしていない。
浅井委員　　　会って話をすることが一番大事であり、そうでないと徴収できない。
8,400円という少額なのに徴収できないのは、文書や電話で催告するこ
とが問題であり、変えていかないといけないがどうか。
下水道課長　　今現在でも訪問は行っているが、成果が上がらなかった部分もある

ので、そのようなことも進めていきたい。
浅井委員　　　会って顔を見て話をすることが大事である。下水道に限らず他の件に

ついてもそのような形で進めてもらいたい。決算書381ページ、処理場

管理費の不用額が10％以上ある。中でも需用費の不用額が多い。需用

費の中身と不用額についてどうしてこのような結果になったか。
下水道課長　　需用費の不用額は、消耗品費、修繕料等がある。消耗品費も薬剤を大
量に年間約3,700万円購入している。水質を見ながら随時行っているの
で、結果的に不用額となった。
浅井委員　　　見込み違いか、購入の見直しによるものか。
下水道課長　　薬剤の金額は高くなるので、毎年対応できるように予算確保している。

また、修繕があることも含めて、３月の補正予算で減額せずに、緊急時
にも対応できるようにした。ただ、年度末に緊急的な修繕工事は発生し
なかった。
浅井委員　　　主要事業の成果122ページ、長久手浄化センター水質結果（年平均）

だが、放流水の全窒素が10.2ｍｇ／ℓである。排水基準はクリアしてい
るが、長久手浄化センターは排水量が多いので、熊張苑や前熊苑よりも
全窒素量が多い。少しでも下げることはできないか。
下水道課長　　熊張苑、前熊苑と公共下水道事業とでは処理方法が違うので、水質の
違いが出てくる。現在、薬剤を入れることで基準をクリア―できる数字
で推移している。全窒素は処理量によって変化が出る。平成14年度頃
から平成17年度までは全窒素量は13.0～14.0ｍｇ／ℓであった。池を造

ったことで、それ以降は10を切る数字で推移をしていたが、近年流入
量が増え全窒素量も増えてきた。器にどれだけ余裕があるかで、全窒素
量に差がでてくる。
浅井委員　　　水量が多いので、長久手浄化センターの下流の河川が汚れている。全
窒素量を減らしてもらえると河川の負荷が減るのでお願いする。
水野とみ子委員　決算書383ページ、マンホールポンプ取替工事399万円だが、ポ

ンプの故障の原因は何か。
下水道課長　　経年劣化もある。南部のマンホールポンプは２台あり、交互に運転し

ていたがその１台のポンプの中に水が入り、使えなくなってしまった。
修繕が必要ということがわかり、修繕も考えたが年数が経っているので
何年持つかわからず、修繕料もかなり高く、新規で取り替えた方が寿命
が長いこともあり取り替えることにした。
水野とみ子委員　マンホールポンプの寿命はどれくらいか。
下水道課長　　耐用年数は把握していない。使用頻度が高いことから寿命がきた。
水野とみ子委員　南部以外でもマンホールポンプはある。寿命がわかっているとよい

がどうか。
下水道課長　　マンホールポンプが壊れるとかなり大きな影響が出るので、定期的に

点検をして、部分的な修繕と定期点検を踏まえて必要な時期に修繕して

いる。
浅井委員　　　南部のマンホールポンプは設置して何年か。
同課長補佐　　約７年経っている。運転時間によって寿命が決まる。

委員長　　　　修繕計画と同時に部品の交換時期をどのように考えているのか。

下水道課長　　運転時間によって耐用年数が変わるので、常時点検することで修繕箇
所を見つけ対応していくのが最良であると考える。
副委員長　　　南部マンホールポンプの修理見積もりはいくらか。
下水道課長　　取替工事と同額程度だったと思う。設計金額はもっと高く500万円く
らいであった。修理しても同等金額であったので、これからも長く使え
るということで取り替えることとした。
委員長　　　　決算書373ページ、使用料及び手数料の不納欠損額が160万4,364

円で収入未済額が2,041万7,431円である。この状況を改善してもらい
たいが、計画はどうか。
下水道課長　　不納欠損額は５年間で使用料が徴収できなかった分である。ほとんど

が、転出者で学生、単身者が多い。市外へ転出して連絡が取れなくなり

徴収ができなかった。収入未済額はこれまで、督促状、催告状を送付し
たり電話催告もしているが、成果が上がっていないのでさらに強化して
いきたい。また、今年の10月から愛知中部水道企業団で一括徴収が始
まり、愛知中部水道企業団の時効が２年間である。２年間は愛知中部水
道企業団で徴収してもらい、徴収できなかった場合、給水停止等水道と

同じ扱いになってくる。より滞納者が減るような効果を期待している。
委員長　　　　学生が卒業した際に、不納欠損になると課題がわかっている状況で、

回収の対策が取れるのではないか。
下水道課長　　学生だけでなく単身者も多い。個別の滞納では数千円の人が多い。対

策をするには、各転出先を調査して足を運ばないといけない。愛知中部
水道企業団で一括徴収が始まることで滞納者が減ってくると考えてい
る。
川合委員　　　現年度下水道収入は４億8,000万円程度ある。将来的に下水道を全地

区に布設し、接続が終了した時に、下水道収入で下水道事業が黒字とな

るのか。
下水道課長　　平成23年度は使用料は４億8,000万円程度である。維持管理費だけ
で見れば黒字だが、使用料については一般管理費や起債償還に回してい
る。平成23年度も起債償還に約１億円を回している。来年度からは南
部浄化センターも稼働するので、そちらにも薬剤費等の維持管理費がか
なり増えてくる。将来的に黒字でやっていけるかどうかはシミュレーシ
ョンはしていないが、長久手浄化センターも老朽化し、大きな機械等の

修繕も出てくる。ある程度やっていけると考えている。
川合委員　　　他では公営企業で行っている所もあるので、収支は大事である。赤字

になれば一般会計から繰り入れればよいと考えているのか。きちんとし

たシミュレーションを作って受益者に示さないと不満が出てくるがど

うか。
下水道課長　　下水道使用料金も年々伸びてきている。将来を見据えて維持管理費等
の推移も計算する必要がある。ただ、事務的にはそこまで推計すること
は難しい。近い将来では実施計画等修繕計画を立てており、使用料との
関係で計画することはできる。ただ、工事関係も発生し起債償還もある
ので、すべてを使用料で賄うのは難しい。一般会計からの繰入金や基金
からの繰入も行いながら計画していく。
市長　　　　　もっともであるので行う。
委員長　　　　川合委員の言われたシミュレーションとバランスシートを進めても
らうことを委員会から要望する。

浅井委員　　　決算書387ページ、長期債元金償還金３億5,446万7,160円、長期債

利子償還金２億2,245万9,600円だが、利子償還金の負担が重い。本市

は設備投資が先に進んでいるのはやむをえないが、次世代に渡って償還

していかなくてはならない。繰り上げ償還といった形で利子償還金を減

らすことをお願いする。
下水道課長　　繰り上げ償還ができるかどうか財政部局と協議したい。
水野竹芳委員　先ほどのマンホールポンプの件だが、損害保険で機械保険がかけれる
がどうか。
下水道課長　　保険があるかどうか承知していない。現在は保険をかけておらず、予

定もしていない。
水野竹芳委員　あまりにも壊れるのなら保険をかけるのも１つの手段である。検討だ

けはしてもらいたい。
下水道課長　　補償期間がある。機械関係の保険について勉強させてもらう。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
認定第４号平成23年度長久手市公共下水道事業特別会計決算認定に
ついては、全員が賛成。
認定第４号は、原案のとおり認定
認定第５号
下水道課長　　認定第５号平成23年度長久手市農村集落家庭排水施設特別会計決算
認定について説明

水野竹芳委員　長久手温泉ござらっせに行くと、臭いがするが、下水道に接続したら
臭いが減るのではないか。
下水道課長　　現在、下水を受け入れていない。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
認定第５号平成23年度長久手市農村集落家庭排水施設特別会計決算
認定については、全員が賛成。
認定第５号は、原案のとおり認定
午前１０時５９分休憩
　　　　　　　
午前１１時５分再開

議案第45号
税務課長　　　議案第45号長久手市税条例の一部を改正する条例について説明

川合委員　　　今現在、市街化区域農地は課税がされている。その部分が市になった

から課税が上がるので、上がる部分を減免するということなのか。
税務課長　　　減免については、長久手中央地区のことを意味している。既にある市

街化区域の農地、長湫西部地区や長湫東部地区等については、資料の青いラインで、市となったことで１年目は20％まで落ちるがそれから順番にもどっていく。長久手中央地区は急速に上がってしまうので、今の法律では開発行為を行ってから３年間しか減免できない。それを紫のラインのように10分の９の減免を継続していくという改正である。
川合委員　　　長久手中央地区は10年間はこの紫のラインで行くのか。
税務課長　　　開発行為が終わり使用収益が開始するまでである。使用収益が開始さ

れれば黄緑のラインに上がる。

川合委員　　　平成27年から黄緑のラインに上がっている。何を意味しているのか。
同資産税係長　赤い部分が長久手中央地区での税金の上がり方になり、青い部分がそ
れ以外の西部や東部の地区の上がり方になる。長久手中央地区は市街化
区域に編入されたのが平成20年中になるので、そこから20％から５％
ずつ上がっていくラインが長久手中央地区の上がり方になる。他の地域
は市街化区域に編入されたのが20年以上前になるので、100％近くまで
上がっている状態での課税になる。（４）の改正で激変緩和措置が取ら
れるので、平成25年から平成28年までは、本来納めるべき税額が下げ
られるので、他の地区は４年間税額が下がる。長久手中央地区は、20％
と40％のときは激変緩和措置を取られたときの方が、税額が低いので
そちらに下げられるが、平成27年度から本来の線に戻る。また、黄緑
色のラインは、地方税法の附則第29条の５を適用した場合のラインに
なるので、条例を適用しなかったら、黄緑色のラインでしか救済措置は
ない。使用収益が停止された農地についてこれ以上の救済をすることが
できないことから、紫色のラインで使えない農地について税額を下げよ
うという趣旨である。
浅井委員　　　現在、黄緑色のラインに沿っていく所は、長久手中央地区以外でどこ
　　　　　　があるか。
同資産税係長　黄緑色のラインだが、特定市街化区域農地が開発された場合に、申請
　　　　　　に基づいて、このラインを描くことができる。区画整理がある長久手中
　　　　　　央地区もそうだが、民間でのミニ開発が行われた場合、このような申請
　　　　　　を行うことができる。
浅井委員　　　特定市街化区域農地とは市街化区域内の農地か。
同資産税係長　特定市街化区域農地とは、これまでは町だったので、三大都市圏にあ
っても特定市街化区域農地はなかった。三大都市圏の本市では市街化区
域にある農地はすべて特定市街化区域農地になる。
浅井委員　　　三大都市圏農地で普通は宅地並み課税という表現になっているが、そ

うだとしたら青いラインになるのではないか。
同資産税係長　市街化区域に入ったばかりの長久手中央地区は、何もしなかったら赤
いラインをたどる。
水野竹芳委員　青いラインは、20％にダウンして100％に戻るが、この三角部分はど

れくらいの金額になるのか。
午前１１時２４分休憩
　　　　　　　
午前１１時２５分再開

同資産税係長　ずっと町だった場合と比べると、特例によって減額となる部分は、約
8,300万円である。

市民生活部長　この減免の規定については、長久手中央地区を対象に行っている。町
から市になったことにより、税額が急に上がるが、長湫東部地区、長湫
西部地区にあった市街化農地は、既に税額が上がっている。長久手中央
地区は最近市街化になったばかりで、調整区域の時は税額が安かった。
市になって税額が上がるが、長久手中央地区で区画整理が始まると、使
用収益の停止がかかるので、使うこともできないのに税額が上がる。今
までは長湫東部地区、長湫西部地区、長湫南部地区は町であった関係で、
税はかかっていたが、急激な増加はなかった。今回、長久手中央地区を
例にとると、赤いラインをたどると、長久手中央地区の農地面積１反で
平成24年900円だったのが、市になると、平成25年が５万3,200円、
平成26年が10万6,400円、平成27年が13万3,000円、平成28年が
14万6,300円に上がっていく。また、使用収益が停止し開発がかかる
と、地方税法の法律によると平成27年までは紫のラインで、その後黄

緑のラインで平成28年は３分の２減免になり、平成29年になると減免

がなくなる。こういった人を救済する意味で紫のラインになるように
10分の９の減免の申請をしてもらい、適用させていくのがこの一部改
正である。
水野竹芳委員　東部や西部は青色の三角の部分３年間で8,300万円程度減額される。

長久手中央地区では、どうなるのか。
税務課長　　　長久手中央地区については元々スタートラインが低いので、一番下の
紫のラインをたどっていく。長湫西部地区、長湫東部地区は市街化にな
って何年か経っているので、税額が既に100％近くになっている。市になりいったん落ちて上がる青色のラインをたどっていく。
浅井委員　　　長久手中央地区27ｈa全体が使用収益停止になるのか。
同資産税係長　使用収益が停止されたその筆ごとで考えている。長久手中央地区が一

括で10分の９ずっと減免ではなく、廃止された筆からこの減免は解除

される。
浅井委員　　　現状、農地だが区画整理が始まって10年も20年もそのままというこ
とはない。順次、駐車場になったりとか住宅が建ったりするがどうか。
議長　　　　　区画整理組合が開発してもよいと認めることが使用収益の開始であ
る。それを認めてからでないと、駐車場もできないし住宅も建たない。

税務課長　　　農地だけの限定である。使用収益の期間中は何も使えない。使用収益
が解除された後は、宅地や駐車場にしてもよいということなので、宅地
並みの課税に上がる。

浅井委員　　　それは開発から何年くらいを想定しているか。
市民生活部長　土地区画整理組合事業が順調に進めば早いし、なかなか進まなければ
延びる。例えば、長湫南部土地区画整理組合は早い時期に終息した。

浅井委員　　　どのような状況で、使用収益が開始したということになるのか。

同資産税係長　土地区画整理組合が使用収益開始の通知を地権者に出す。それをもっ
て使用収益が開始されたことになり認定する。
川合委員　　　資料の100％の部分だが、これは現状で普通の宅地と差はあるか。
同資産税係長　農地は評価額の３分の１が、本来納めるべき課税標準である。これは
宅地でいうと、住宅用地の200㎡を超えた部分と同等になる。100％の
部分は住宅用地の６分の１の200㎡までの小規模と呼ばれている範囲
をこえた広い住宅用地と同じ水準になる。

委員長　　　　長久手中央地区の見込みはどうか。
同資産税係長　平成25年度から平成29年度までの５年間の累計で6,300万円ほどの
減額試算になる。
委員長　　　　長久手中央地区だけの救済措置であると市民から指摘があった場合
に、市としてどのような姿勢を取るのか。跳ね上がる部分を見込んで土
地の値段に反映すればよいという考えもある。
市民生活部長　減免については、長久手中央地区の人を対象に行う。使用収益の停止
ということで、持っていても使うことができないということを理解して
もらいたい。法律で適用しようとすると、３年間は10分９の減免で、
４年目で３分の２の減免、５年目からは100％となり、所有しているだ
けで税金が900円のものが、平成29年になると15万9,600円になる。
その人たちを救済するためにこの条例の一部改正をお願いする。条例の
減免をお願いするということは、税条例の一部改正ということを住民の
代表である議員に理解、納得してもらい、議決してもらった後に適用さ
せてもらうことで市民に理解、ＰＲしていきたい。
川合委員　　　資料の100％の部分の農地だが、通常の宅地と比べて差があるのか。
市民生活部長　宅地で言うと、200㎡までは６分の１の減免で安くなっている。200
㎡から上、例えば、300㎡の宅地を持っていると、200㎡までは安くて、
残りの100㎡は減免が６分の１にならない価格である。その評価額と、
資料の100％の部分の農地と同じ税額になる。

川合委員　　　市になったから農地でも税が上がるので、マンション等を建てるとい
うことをよく聞くがそれはどういうことなのか。
同資産税係長　200㎡までは６分の１の特例がきくが１世帯当たりになる。マンショ

ンであれば何世帯か入っているので、例えば、５世帯入っていれば1,000
㎡まで６分の１になる。土地の税金だけで言えば、上の家屋の税金もあ
るので、トータルでは税金もかかっているが、土地の税金だけ考えれば
上を住宅にした方が税金は安くなる。普通の庭にした場合、農地にした
場合と変わらないので、両方とも評価額の３分の１まで上がる。何もな
い更地だとそちらの方が２倍くらい高いので、住宅用地にするのか農地にするのかという方法もある。
川合委員　　　農地でも今までは税金は変わらなかったということか。
同資産税係長　現況農地であれば、今までも既に宅地から批准した評価はしていたの
で、評価額について町から市になって変わることはない。上がり方が今
まで1.1倍で上がってきたものについて、特定市街化区域農地になるの
で、本来納める税額まで、一気に上がってしまうことから増税になるイ
メージが大きい。
浅井委員　　　資料の紫のラインだが、公園西駅等区画整理事業が出てくる可能性が
ある。そういった場合、そこも適用されるのか。
税務長課長　　その通りで今後の見込みも含んでいる。

浅井委員　　　公園西駅周辺は１ｈａ以上成形であれば民間の開発も可能である。民
間には適用されないのか。

同資産税係長　市街化区域農地のことになるので、市街化区域に編入されるまではこ
の規定は適用されない。
浅井委員　　　市街化区域内の農地をミニ開発で、現状、田のものを買収して宅地に
するという形態が考えられる。そういった場合、減免措置は受けられる
か。
税務課長　　　そのとおりである。

浅井委員　　　面積は規定があるのか。例えば、1,000㎡で３軒家を造るといって、

開発に入ったら、どのように適用されるのか。

税務課長　　　区画整理組合は使用収益の関係がある。民間でも使用収益が停止され
れば該当する。何もない普通の民間開発だとそこまでは該当しない。

質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第45号長久手市税条例の一部を改正する条例については、全員
が賛成。
議案第45号は、原案のとおり可決
議案第46号
税務課長　　　議案第46号長久手市都市計画税条例の一部を改正する条例について
説明

　　　　　　　質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第46号長久手市都市計画税条例の一部を改正する条例について
は、全員が賛成。
議案第46号は、原案のとおり可決
議案第47号
安心安全課長　議案第47号長久手市暴力団排除条例の制定について説明

副委員長　　　今後の影響のところだが、落札後、暴力団とわかった場合、辞退して
もらうことを、長久手市暴力団排除条例第６条で明記する必要はないか。
同課長補佐　　基本的にこのような条例を作ることで、長久手市が暴力団については

強力に排除することを全面に押し出しアピールをする。アピールすることによって、入札ができないことを周知させるが、それでも暴力団が入ってしまったものについては、警察の助言を受けながら排除を進めたい。
安心安全課長　長久手市暴力団排除条例第６条（市の事務及び事業における措置）だ

が、入札後にそのような情報が入った場合、市から警察署に照会をかけ

る。そこで確定ができた段階で、市の事務ということでの措置ができる

ものと判断をしている。
川合委員　　　これで県内のすべての市町村で、暴力団排除条例を制定することにな

るのか。
安心安全課長　県内では、平成24年第３回定例会においては、愛知署管内、他にみ
よし市、碧南市で上程されている。それで県内すべての市町村で暴力団
排除条例が制定される。

水野とみ子委員　今後の影響のところで、「市の公の施設が暴力団の活動に利用され暴力団の利益になると認められるとき」とある。本会議でも原田議員が市民まつりや古戦場桜まつりのことを言っていたが、どういうことを想定されているか。
安心安全課長　市の関わりだが、例えば、自治会や自治会連合会等の団体が、公園等

で夏まつりを行う。公の施設なので、公共財産の目的外使用の許可を市

が出す。それは長久手市暴力団排除条例第６条の関係である。また、自
治会や自治会連合会等については市から補助金を出している。そのよう
なものの運営は長久手市暴力団排除条例第６条に市の事業として市が
支援をしている。そういった部分で、市がそのような団体の行事等を管
理し、互いにそういった介入がないような排除措置を取っていく。
川合委員　　　祭り等に的屋の店が出る。暴力団関係だということになれば排除しな
ければいけないが、そういったことの判断はどのようにするのか。
安心安全課長　公の施設、例えば、市の敷地内等においての行為については、公共財
産の目的外使用の許可を市が出す。市としては管理をしていく必要があ
る。県内いくつかの事例もある。多くの場合、暴力団との関係はないと
いう念書を主催者が取り、開催する。市としては警察と具体的な協議は
してないが、照会をかけて本当に暴力団と関わりがないのかの調査をす
る。暴力団と関わりがあるとわかれば、入れていかない指導は必要かと
思う。
水野とみ子委員　長久手市暴力団排除条例、公の施設に暴力団の活動、利益にならな
いようにということだが、暴力団はそこで利益を得ることを目的に行う。
すべての自治体で暴力団を排除していくと、どこかで利益を得ないとい
けないので、青少年へ目が向くと怖い。見えない所で脱法ドラッグ等が

広がっている。市としてはどう思うか。
安心安全課長　青少年への対応だが、県条例、長久手市暴力団排除条例第９条に上げ

ている。第９条を盛り込んだ理由は、社会的経験の浅さから周囲の影響

を受けやすい年代である。暴力団に憧れることや間違った認識を持つ青

少年もいる。そういった場合、暴力団の実態を警察や、第４条に上げて

いる愛知県暴力追放運動推進センターと共同歩調を取り、青少年に対す

る指導、周知、場合によっては教育委員会の協力をもらい教育の取り組

みを行うことを考えている。
浅井委員　　　夏祭り等の露店商に対しては、暴力団の対象にあたらないという念書

を取ることと、愛知署に対し照会をかけることでよいか。
安心安全課長　その通りである。
浅井委員　　　市に対して露店商から念書を出してもらい、それを主催者が経由して

市が受け取ることでよいか。

安心安全課長　市と主催者、警察ということについては連携が必要であるが、事務手

続きについては、具体的に詰めていない。共同歩調という部分の考えは

あるので、今後、施行までにマニュアル的なものを作りたい。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第47号長久手市暴力団排除条例の制定については、全員が賛成。
議案第47号は、原案のとおり可決
議案第48号
安心安全課長　議案第48号長久手市防災会議条例の一部を改正する条例について説
　　　　　　明

浅井委員　　　委員が５人増えるが、増員で意思決定が遅れることはないか。
安心安全課長　今回の改正で、委員の構成に自主防災組織、学識経験者等様々な人の

意見がもらえる。多様な意見が出て、内容の充実が図られると考えている。
浅井委員　　　防災訓練が行われ、災害が起こった場合の避難所開設等といった設定
の訓練もされていた。委員に女性をどれくらい入れるかといった方針は
あるのか。
安心安全課長　改正の趣旨が、女性の参画、高齢者、学識経験者というものである。

具体的にどなたをということは考えていない。今後、各種団体と協議を
して、どのような人が適任かも含めて、女性も何人か入れていきたい。

副委員長　　　委員は25人の枠の中で決められていると思うが、社会福祉協議会や

民生児童委員、愛知医科大学病院の人が入っていない。ぜひメンバーの
構成員として考えてもらうことを要望する。
水野とみ子委員　女性の割合は今後検討するとのことだが、市長は３つのフラッグの
中で、女性の視点を活かしたまちづくりを目指している。防災会議に女

性を入れることで、防災会議だけではなく、色々なところに女性の力が

発揮できる。この条例に女性は何割ということを入れることを考えては

どうか。
市長　　　　　趣旨はその通りである。色々なところに女性がいないので、女性に加
わってもらいたい。女性は何割にするかということについては、今後検
討する。
水野とみ子委員　昨年11月に、全国地方女性議員を中心に国会議員と一緒になって、
自治体の防災会議に女性が何人いるか等調査した。その後、各自治体が
色々なことを進めて、岡山市が条例に男性女性どちらかが４割未満にな
らないように定めている。色々な形で女性に入ってもらうと、市長が目
指すまちづくりができると思うがどうか。
市長　　　　　その通りである。先日の防災訓練でもたくさんの女性が見えて同じよ

うなことを言われた。今後右肩上がりではなく下がっていく時に、女性

の視点は大事だと思う。話し合ってみる。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第48号長久手市防災会議条例の一部を改正する条例については、
全員が賛成。
議案第48号は、原案のとおり可決
議案第49号
安心安全課長　議案第49号長久手市災害対策本部条例の一部を改正する条例につい
　　　　　　て説明
水野とみ子委員　長久手市災害対策本部条例の一部を改正する条例第23条の２はど
　　　　　　のような内容か。
安心安全課長　改正前は災害対策基本法では都道府県災害対策本部と市町村の災害
対策本部も同一の規定で定められていた。今回、防災会議と災害対策本部の所掌事務の見直しに伴い、それぞれ、県は県の対策本部、市は市の対策本部として、従来条例第23条にあったのが、新たに条例が分割されたことにより、条例第23条の２に移った。
水野とみ子委員　災害対策基本法第23条第７項で新たに、「資料または情報の提供、
意見の表明その他必要な協力を求めることができる」ことが明文化され
たが、協力を得られるその他の関係者はどのような人を想定しているの
か。
安心安全課長　防災会議と災害対策本部は元々別の条立てであった。今回の改正につ
いて、従来の条例第23条は都道府県の災害対策本部と市町村の災害対
策本部が同じ条項にあった。それが今回分割された。
同防災係長　　法第23条第７項について、「資料または情報の提供、意見の表明その

他必要な協力を求めることができる」という相手方は、県の防災会議を

構成している各種機関の他に多様な防災対策への参画を推進する観点
から、その他の関係者ということで、ボランティア団体や各種団体の代
表者等を想定している。
水野とみ子委員　ボランティア関係や各種団体の代表者を想定しているということ
であれば、長久手市の場合ボランティア団体は女性が多い。ボランティ
ア団体で女性防災組織を作る等、働きかけてほしいので要望する。

質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第49号長久手市災害対策本部条例の一部を改正する条例につい
ては、全員が賛成。
議案第49号は、原案のとおり可決
　　　　次に、閉会中の継続調査について諮る。

　　　　　　　継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査す
ることを委員長が提案する。
　　　　　　　異議ないため、継続調査とし、継続調査申出事件一覧表を委員長から
議長に申し出ることで全委員了承する。
　　　　　　　委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認
　　　　閉会宣言
　午後０時５７分　終了
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。
平成２４年９月２５日
建設環境委員会委員長　　田崎あきひさ
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